
 

 

令 和 ７ 年 ９ 月 ３日 
世 田 谷 保 健 所 
健 康 推 進 課 

 
５歳児健康診査に係る検討状況について 

 
１ 主旨 
  国は、幼児の健康の保持及び増進を図ることを目的に、５歳児に対して健康診査を実

施し、就学前までに必要な支援につなげることができるよう、地域のフォローアップ体

制等の整備を行うことを掲げている。 
このため、保健所は、健診実施及び地域全体で切れ目のない支援を共通認識のもと実

現できるよう、令和６年度に、両地区医師会・小児科医会との協議の場を設置し、子ど

も・教育・障害分野関係所管も参加し議論を進めてきた。 
これまでの検討状況及び今後の方向性について報告する。 

 
２ 令和７年２月時点の検討状況 

国は、対象となる年齢の幼児すべてに、原則、集団での健診を実施するよう求めてい

るが、区で健診を実施するにあたっては、専門職、特に小児科の医師の確保はもとより、

健診前後の幼稚園・保育園や教育分野と保健医療との連携手法及び支援が必要と判断さ

れた子どもをサポートするための地域の受け皿の充実など、解決すべき課題が多い 
（別紙１参照）。 

そこで、まずは、子どもの発達上の課題について周囲の大人による気づきの場面が少

ない幼稚園・保育園等に所属のない幼児を中心に対象者を絞って健診を開始し、順次対

象者を拡大するなど段階的に実施する方向で引き続き検討を進めることとした。 
 
３ 令和７年３月及び６月の両地区医師会・小児科医会との意見交換会での意見 
区案 ・案内は対象年齢のすべての子どもに行う。 

・健診の案内には、健診の対象は、幼稚園・保育園等に所属のない子ども及び希 

望者で幼稚園・保育園等との情報共有に同意した者とする旨を記載し、申請の 

あった者を対象とする。 

・受診希望者の規模を把握するため、令和７年度の早期に、該当年齢の子どもの 

保護者にアンケート調査を行う。 

意見 

 

 

 

 

 

 

・園から区に情報提供することについて保護者から情報開示を求められる可能性

があることを考えると、かなり配慮した内容になるのではないか。保護者が現

状を受け止めきれない中、事実を伝えたことによりトラブルや不審感、苦情に

繋がることは珍しくないため、伝え方の配慮が必要。 

・保護者全員に発達障害への理解を促進し、親がまず気付くようにしていくこと

も同時並行でやって初めてそういう子どもたちが救われるのではないか。 

・保護者の気持ちが追い付かず専門機関に繋がっても継続しないことも多い。専

門機関に繋げるだけでなく、相談する窓口があることを知ってもらうきっかけ

とすることも重要。 



 

 

・本来全ての子どもに健診を実施すべきだが、とりあえず人数を絞って始め、経

験を積み重ね検証しながら今後の実施方法を考える必要があるのではないか。 

・医師の診察について、子ども１人あたり５分で実施することは難しい。 

 

４ ５歳児健診あり方検討に関するアンケート  

別紙２参照。 

 
５ 令和７年７月の両地区医師会・小児科医会との意見交換会での意見 
区案 幼稚園・保育園等に所属があり、かつ、情報共有について保護者の同意がある

子どもを対象とした場合、対象者の８割近くが該当することがアンケート結果よ

り把握できた。しかしながら、前述の通り、実施における課題が多い中で、希望

者全員に対して健診を実施することは困難であることから、令和８年度は、事前

に対象者全員にＳＤＱアンケート（別紙３参照）を実施した上で、より支援の必

要性が高いと判断した子どもを対象として、健診を実施することとしたい。 
意見 ・ＳＤＱアンケートは、標準化されているところがメリット。 

・ＳＤＱアンケートに加えて、じゃんけんやしりとり等の項目も加えて支援の必

要性を判断すべきではないか。 

・ＳＤＱアンケートに加えて、３歳児健診で見逃されることがある身体機能（弱

視・低身長等）についての確認が必要。また、生活習慣や子育て状況について

の質問項目があったほうがよい。 

・全員に健診ができないのであれば、アンケートにより保護者に子どもの状況に

ついて気づいてもらう機会とすべき。結果通知の際にパンフレットを配付する

など５歳児の発育・発達の特徴や相談先について周知してはどうか。 

・対象を絞った健診実施時には、既に発達に関する相談や療育に繋がっている場

合は対象とはせず、繋がっていない人を優先するべき。 

 

６ 令和８年度実施に向けての方向性 

・対象者全員に保護者アンケートを送付し、支援の必要性が高いと判断した子どもを対

象として健診を実施する。なお、発達に関して既に療育機関等に相談している場合は、

健診対象外とする。 

※保護者アンケート送付数は 6,200 人程度。うち健診来所想定者数は概ね 500 人。 

・保護者アンケートは、ＳＤＱアンケートに加えて、生活習慣や子育て状況等に関する 

項目も含めた内容とする。 

・健診実施にあたり、事前に、幼稚園・保育園等と子どもの状況を確認する。 

 

７ 今後のスケジュール（予定） 

  令和８年 ２月    子ども・若者施策推進特別委員会 

       ４月～   保護者アンケートを活用した健診の開始 

  令和８年度以降    検証及び健診の充実に向けた検討 









 

 

 

 

 

  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 




